
酒々井町資材等支給事業実施要綱 

 

（目的） 

第１条　この要綱は、地域住民の生活環境整備について、地域の住民が自ら施工する工事に対し、

予算の範囲において町がその資材及び必要な重機（以下「資材等」という。）を支給すること

により、より住み良い住環境整備の推進及び地域住民等の連携を図り、住民参加型のまちづく

りを進めることを目的とする。 

（対象事業） 

第２条　酒々井町資材等支給事業（以下「支給事業」という。）の対象となる事業は、次に掲げ

るものとする。 

(1)　地域住民等の受益者５名以上で行う、町道（認定外道路含む。）、農道、水路等の舗装、

敷砂利、側溝敷設、横断工、水路敷設、甲蓋設置等の整備及び補修工事 

(2)　その他町長が必要と認めた工事 

２　前項に掲げる事業の施行に必要な資材提供及び重機の借上げ等は、くらし安全協働課が行う

ものとする。 

（支給事業の申請） 

第３条　支給事業を申請できる者は、区長、自治会長又は町長が適当と認める団体の代表者（以

下「申請者」という。）とする。 

２　申請者は、地域住民から資材等の支給の希望があったときは、その必要性を十分確認協議の

うえ、酒々井町資材等支給事業申請書（別記第１号様式）により町長に申請するものとする。 

３　重機の使用が必要な場合は、申請時にくらし安全協働課と協議するものとする。 

（支給事業の決定及び支給） 

第４条　町長は、前条の規定による申請があったときはこれを審査し、適当と認めたときは、酒々

井町資材等支給事業決定通知書（別記第２号様式）により申請者に通知するとともに、必要な

資材等を遅滞なく支給するものとする。 

（保険の加入） 

第５条　申請者は、作業中の事故等に備え、参加住民を対象に傷害保険に加入しなければならな

い。 

（安全確保） 

第６条　支給事業の施工に当たっては、施工代表者の監督の下、工事の安全を十分確保するもの

とする。 

　２　作業の際に発生した事故等については、町は、一切の責任を負わない。 

（完了報告） 

第７条　施工代表者は、支給事業が完了したときには、速やかに酒々井町資材等支給事業完了報

告書（別記第３号様式）により施工前、施工中、完了後の写真を添えて、町長に報告しなけれ

ばならない。 

（完了検査） 

第８条　町長は、前条の規定による報告書を受理したときは、事業の完了検査を行うものとする。 

（庶務） 



第９条　資材等支給事業に関する庶務は、くらし安全協働課が窓口となり関係課との連携により

処理する。 

（補則） 

第１０条　この要綱に定めるもののほか必要な事項は、町長が別に定める。 

附　則 

（施行期日） 

１　この告示は、平成２３年４月１日から施行する。 

（見直し） 

２　町長は、この告示の施行後３年以内に、この告示の施行の状況について検討を加え、その

結果に基づいて必要な見直しを行うものとする。 

　　附　則（令和５年告示第１１０号） 

　この告示は、令和５年１０月１日から施行する。 

　　　附　則（令和６年告示第３６号） 

　　この告示は、令和６年４月１日から施行する。 

　　　附　則（令和８年告示第２８号） 

　　この告示は、令和８年４月１日から施行する。 


